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中国研究月報  第75巻第 9 号（2021.9）

［要旨］
福建省における日中「経済提携」は，1935年初頭から日中間で本格的な議論が始

まった。このとき取り上げられたのが安渓鉱山の開発であり，福建省政府による同

意の下で調査も進められていた。福建省政府主席陳儀は徹底した対日妥協政策を採

用するとともに，「無損主権，双方互恵，範囲較小」という三条件を満たす「経済

提携」を実現しようとした。一方の外務省も海軍と協同しつつ，穏健な態度で福建

省政府との交渉に臨んでいた。その結果，安渓鉱山をめぐる交渉は停頓したものの，

いくつかの「経済提携」は具体化した。ただし，台湾総督府などはその成果に不満

を有しており，「経済提携」によって「平和」を維持する試みも限界を迎えつつあっ

た。

1930年代の福建省における日中「経済提携」
―外務省の対福建省政策と福建省主席陳儀の対応

（早稲田大学）矢野　真太郎
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はじめに

本論文は，福建事変（1933年11月～1934年 1 月）
後の福建省において進められていた日中「経済提
携」（以下，カギ括弧は省略）を取り上げ，日中
間でそれがどのように議論され，どのような要因
で具体化していったのかを明らかにするものであ
る。
1933年 5 月の塘沽停戦協定成立から1937年 7 月
の日中戦争勃発まで，日中間では国交調整を目指
す外交交渉が行われたが，その際に日中経済提携
が議論の対象となったことはよく知られている。

経済提携が論じられるにあたって，基本的に注目
を浴びていたのが華北地域における経済提携で
あった。経済提携の具体的な事例として第一に想
定されていた事業が華北地域における棉花開発で
あったこと，華北分離工作以後は日本の対華北政
策の一環として華北経済提携が位置づけられたこ
とが，その背景にある⑴。逆に言えば，華北以外
の地域，特に華南地域における経済提携は日本国
内でほとんど関心を集めなかった。
しかし，実際には華南地域においても経済提携
は議論されており，特に福建省では経済提携の具
体化に向けた動きが着実に進展していた。この事
実は，日中経済提携を主管する外務省東亜局第一
課がまとめた1936年度の「執務報告」から明らか
である。この年の「執務報告」には「日支経済提
携問題」という章が設けられており，それまでの
経済提携の進捗がまとめられている⑵。そこで列
挙されている事業のほとんどが，華北地域（河北
省，山東省，天津市）で議論されたものであった
が，それ以外に挙げられたものは，「対福建省豆
粕売込問題」，「福州木材ノ台湾向輸出問題」，「福
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北地域で進められようとしていた経済提携であ
り，福建省における経済提携が分析の対象となる
ことはなかった。1930年代当時から，華北経済提
携に注目が集まりがちであったことを踏まえれ
ば，このような先行研究の状況も理解はできる。
先行研究が福建省における経済提携を扱う場
合，それは台湾を拠点とした「南支・南洋」政策
の文脈で論じられることがほとんどである。長岡
新治郎⑿や近藤正己⒀の研究は，対福建省政策が
日本の「南進」政策に組み込まれ，1930年代には
台湾を「南支・南洋」政策の拠点として，実際に
福建省との経済提携が進められようとした事実を
明らかにしている。具体的には，長岡新治郎は安
渓鉱山の開発をめぐる基本的な事実関係を明らか
にし，近藤正己は「南支」を台湾産品の販路とし
ようとする台湾総督府の方針を明らかにした上
で，対福建省政策をめぐる議論の展開過程を論じ
ている。
長岡・近藤の両研究は，台湾の「南進」という
問題関心に沿った議論を展開しているため，外務
省，さらには福建省政府といったアクターの役割
をさほど重視していない。ところが，実際には福
建省における経済提携を進めようとするなかで，
外務省（特に福州総領事）と福建省政府の役割は
極めて大きかった。後述するように経済提携をめ
ぐる議論は，基本的に福州総領事と福建省政府と
の間で進められており，台湾総督府がそこに介入
することはほとんどなかった。実のところ，長岡
と近藤が利用している史料の多くが外務省記録で
あり，そのことも外務省の役割の大きさを物語っ
ている。もちろん，日中戦争勃発以後，さらには
アジア・太平洋戦争下における「南進」の拠点と
しての台湾の役割は重要であり，その意味で長
岡・近藤の問題関心自体は妥当なものである。し
かし，主たる交渉の担い手である外務省と福建省
政府の役割を軽視した結果，このときの経済提携
をめぐる交渉の実態，その背後にある日中双方の

州水道敷設問題」というように，すべて福建省で
の事業であった。これらに加えて，「鉱山関係諸
問題」の章で扱われた「安渓鉱山調査問題」も加
えると，福建省で四つの経済提携が進められてい
たことになる⑶。つまり，外務省にとって福建省
は，華北以外で最も重要な日中経済提携の実践の
場であった。本論文が研究対象とするのは，この
福建省における日中経済提携の試みである。
歴史を㴑ると，下関条約（1895年）で台湾が割
譲されて以来，その対岸にあたる福建省は日本に
とって特別な地域であった。1898年には清国政府
に「福建不割譲に関する交換公文」を認めさせ⑷，
1915年には「福建省に関する交換公文」のなかで，
福建省沿岸地方に外国の軍事施設を建設しないこ
とを約束させた⑸。その後も，寺内・原内閣にお
いて福建省の南潯鉄道延長策を進めるなど，日本
は福建省を「勢力範囲」として維持しようとして
いた⑹。対福建省政策は日本の「南進」政策の延
長線上に位置づけられるものであり，「満蒙」や
華北を対象とする「北進」政策と比べれば，日中
外交の争点になることは少なかったが，それでも
福建省は日本の対中政策のなかで重要な位置を占
め続けていた。1930年代の福建省における経済提
携にも歴史的な背景はあったのである。
日中経済提携は日本外交史研究において注目さ
れ，日本外務省による対中外交の協調的な側面と
して触れられることが多かった⑺。ところが，外
交史研究は経済提携の中身にまで考察を深めるこ
とはほとんどなく⑻，経済提携そのものに対する
分析は基本的に経済史の分野で進められることに
なった。経済史研究が日中経済提携を取り上げる
場合，日本の華北経済侵略と関連付けて分析を加
えることが多く，中村隆英⑼や萩原充⑽が重要な
成果を残した。それ以外には，主として綿業ない
し棉花開発に関する研究が蓄積されており，経済
提携の諸側面が明らかになってきている⑾。とこ
ろが，以上の研究が注目している経済提携は，華
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窮から陳儀は日本の台湾統治を学ぼうとしたと論
じ⒄，厳如平・賀淵は，陳儀が蔣介石・汪兆銘の
対日妥協方針を徹底的に実行し，福建が華北と同
じように「特殊化」に陥るのを回避しようとした
と主張した⒅。ただ，福建省政府の対日政策に関
しては一次史料が極めて不足しており，両研究と
もに経済提携を実現しようとした陳儀の意図を必
ずしも実証的に明らかにしたとは言えない。なお，
陳儀の福建省における施政を分析したものとして
湯武の研究もあるが，対日関係に関する記述は基
本的に前述した松浦の研究に依拠している⒆。関
連史料は不足しているが，なるべく一次史料を利
用して，経済提携に対する陳儀の考え方を考察し
なければならない。
以上の研究状況を踏まえ，本論文では，福建省
における経済提携が具体化した要因を明らかにす
ることを課題として設定する。その際，福建省に
おける経済提携に参画したアクターとして，日本
外務省と福建省政府主席の陳儀に注目する。先行
研究では必ずしも重視されなかった外務省の対福
建省政策と陳儀の対応を検討することで，経済提
携をめぐる交渉の過程を明らかにし，課題に応え
ていくことにする。
外務省の対福建省政策を分析するための史料と
して，本論文では外務省記録と東京大学社会科学
研究所図書室所蔵「島田文書」を主として活用す
る。一方，関連する中国側史料は不足しているが，
本論文では国史館所蔵の「蔣中正総統文物」に収
められた陳儀の蔣介石宛電報を用いた。これは前
述の陳儀研究では参照されていない史料である。
同史料はあくまで陳儀が送付した蔣介石への報告
に過ぎず，かつ対日関係に関する報告は1934・
35年に集中しているという史料的限界があり，
これをもって福建省政府による対日政策の全貌を
明らかにすることはできない。しかし，当時の陳
儀は蔣介石の側近と言うべき立場であったため，
その報告から陳儀の対日政策に関する基本的な考

意図が必ずしも明確にならなかった。
そして，これらの先行研究のより重要な問題点
として，福建省における経済提携がある程度の成
果を収めたという事実を説明できない点が挙げら
れる。福建省における経済提携の大きな特徴とし
て，この時期に議論されていた事業の多くが契約
調印という形で具体化している点を指摘できる。
実のところ，福建省における経済提携が一定の成
果を収めたという認識は同時代的に必ずしも一般
的ではない⒁。その背景には，日本側が重要視し
ていた安渓鉱山の開発が途中で行き詰まったこと
もあろう⒂。それでも，実際にはほとんど実現し
なかった華北経済提携と比較すれば，福建省にお
ける経済提携は成果を残したと言える。ところが，
先行研究は事業の契約調印という結果には触れて
いるものの，外務省と福建省政府との間の交渉過
程に対する分析が不十分なため，福建省における
経済提携がある程度成功した要因を明らかにして
いない。この点は，台湾の「南進」という先行研
究の観点から見れば，そもそも関心の対象外であ
ることは理解できるが，この時期の福建省におけ
る経済提携を評価するためには，やはり外務省の
対福建省政策と福建省政府の対応という観点から
分析を試みる必要がある。
なお，松浦正孝は日本の対福建省政策を，福建
省を経済的に日本帝国に引き入れる動きとして捉
え，経済提携についても触れている⒃。日本帝国
経済の再編という関心から対福建省政策を分析す
る松浦の手法は興味深いが，実際には関連する全
てのアクターがこのような意図でもって福建省に
おける経済提携を実現しようとしていたわけでは
ない。経済提携をめぐる議論をより詳細に検討す
る必要がある。
関連する先行研究には，このときの福建省政府
主席の陳儀に関する研究もある。従来の陳儀研究
でも，福建省と日本ないし台湾との関係に言及さ
れることはあった。褚静濤は，福建省の経済的困
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第二に，台湾と福建省との間には，いわゆる「台
湾籍民」問題があった。「台湾籍民」とは中国大
陸や東南アジア等の地域に居住していた台湾人の
ことだが�，「台湾籍民」のなかには廈門や福州
で賭博業・アヘン業を営むものや，密輸に従事す
る「便利屋」もあり，外交問題となっていた。賭
場の取り締まりなどは廈門公安当局からの要請も
受けており，1933年時点で塚本毅廈門領事も取り
締まりの必要性を感じていた�。
最後に，中国側にしてみれば，福建省「独立」
の動きに日本が関与する恐れは，依然として現実
的なものであった。福建事変に対して日本側が積
極的に干渉することはなかったが，中国国内では
事変に対する「日本関与説」が盛んに報じられて
おり�，蔣介石も当初から日本の関与を警戒し続
けていた�。福建事変終結後も，福建「独立」の
陰謀に日本人が関与しているという情報を，陳儀
は蔣介石に報告していた�。このような状況を受
けて，陳儀は 4 月30日に日本の福建・西南に対す
る策動を調査するため，李択一を台湾に派遣する
ことを提案する�。この後，陳儀の報告内容が事
実でなかったことが伝えられ�，李択一の訪台も
中止となったが�，蔣介石や陳儀は，日本の対華
南政策に強い警戒感を抱き続けていた。
ところで，福建省における日中経済提携につい
て述べれば，1934年段階で日本側はまだその具体
的な構想を有していなかった。それは，1934年 7 
月18～20日に台北で開催された対岸領事会議にお
ける議論から明らかである�。会議のなかで台湾
総督府は「現下ノ情勢ニ鑑ミ本島ヲ中心トシテ南
支ニ経済発展ヲ図ル方策如何」という議題を提出
し，華南への経済進出に強い意欲を示したが，そ
れに対して宇佐美福州総領事は「南支」への経済
的発展という趣旨には同意を示したものの，現地
における経済情勢の悪化から「実際ニ於テ経済的
発展ヲ策スルト云フ事ハ甚ダ六ケ敷クナルト思
フ」という見解を示し，現段階では「対岸各地ノ

え方を読み取ることはできるだろう。

Ⅰ．福建事変後の日本と福建省

1933年11月20日，福建省において李済深・陳銘
枢ら反蔣介石派が「中華共和国人民革命政府」の
樹立を宣言した。この福建事変勃発に際し，事前
に動向を察知していた外務省は当面の「不干渉方
針」を定めていた。一方，台湾軍には李済深・陳
銘枢らから経済的な支援が求められており，彼ら
を「応援」することも議論されていたが，結果と
して台湾軍が福建事変に介入することはなかっ
た⒇。翌1934年 1 月に「中華共和国人民革命政府」
は倒れ，蔣介石が福建を中央政府に帰属させるこ
とに成功した。
そして，このとき新たに福建省政府主席に就任
したのが陳儀である。陳儀は日本留学経験もあっ
たことから「日本通」として知られており，陳儀
が蔣介石から福建省主席に任じられたのも，日中
「親善」を促進することが主要目的であったと林
知淵（福建省政府委員）は回想している�。日本
側も同様の情報を得ており，陳儀の福建省主席就
任を好意的に受け止めていた�。
とはいえ，このときの福建省をめぐる日中関係
に懸案がなかったわけではない。第一に挙げられ
るのが，福建省における米国の飛行場建設問題で
あった。1933年時点で外務省及び陸海軍は米国の
福建省への勢力拡大に強い危機感を抱いていた
が�，棉麦借款より支弁した資金で福州と廈門に
飛行場を建設する計画があるという情報を受ける
と，外務省は1915年の「福建省に関する交換公文」
に抵触するとして反発を示した�。3 月には，宇
佐美珍彦福州総領事が直接陳儀に抗議したほか，
第三艦隊司令長官の今村信次郎も李択一（福建省
政府顧問）に対して，中国が欧米勢力の侵入を容
れ，華南に紛糾を起こさないよう忠告した�。最
終的に廈門の飛行場建設が中止となったことで，
騒動は収まった。
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ナク〔陳体誠〕建設庁長ハ日本側ノ助力ヲ希望ス
ルモノノ如シ」（〔 〕は引用者による注記，以下
同様）と報告した�。実際，2 月に入ると福建省
政府の陳体誠建設庁長は直接日本側に資金援助を
要望したが，その方法として「砂糖借款」を提案
する。ここで想定されていたのは，福建省で砂糖
の専売制を実施し，それを台湾産砂糖で充当し，
専売の際に徴収する砂糖税でもって鉱山開発や省
内の鉄道建設のための資金を調達するという方法
である�。同時に安渓鉱山に対する調査の計画も
進められ，海軍は上海自然科学研究所の技師（実
際には南満洲鉄道株式会社〔以下，満鉄と略記〕
技師）を調査に派遣するという形式で福建省側と
合意した�。
3 月20日，陳体誠は陳儀と相談した上での腹案
として，「砂糖借款」に関する具体案を提出した。
経済提携をめぐる日中間の議論のなかで中国側か
ら具体案を提示するのは，非常に珍しいケースで
ある。この具体案では，「砂糖借款」と安渓鉱山
の開発は切り離され，「福建省政府ニ於テ台湾ヨ
リ砂糖ヲ購入シ之ト交換ニ日本側ニテ福建ノ物産
ヲ購入スルコト」とされた。日本側が購入する福
建の産品として想定されたのは，「茶，紙，材木，
低級ノ磁器及必要アラハ鉱物等」であった。この
提案を宇佐美福州総領事は，「本案ヲ中央ニ於テ
承認スルヤ多大ノ疑問アリ」としつつも，「本邦
糖対支進出ノ基礎ヲ作リ得ハ好都合」として交渉
を進めていく旨を主張した�。
陳体誠からの提案を受け，台湾総督府の平塚広
義総務長官は，「砂糖借款」に対する担保として「鉱
山採掘権又ハ採掘請負権」を提供するならば，福
建側を援助する，と表明したが�，外務省本省は
「砂糖借款」を鉱山開発と関連させる手法に消極
的な見解を示す。外務省通商局の見解では，当時
の福建省ではジャワ産砂糖が流通しており，台湾
産砂糖を流通させるには専売制を設けさせてジャ
ワ産砂糖を排除するしかない。しかし，「右ノ如

経済的ノ情勢ヲ調ベナケレバナラン」と主張し
た�。同じ議題のなかで塚本廈門領事も，「経済
的発展ト言ヘバ直グ貿易トカ投資トカ云フ事ガ考
ヘラレマスガ実際問題トシテ厦

〔ママ〕

門ニハ投資ノ余地
モ無ク且ツ貿易ノ余地モアリマセン」という認識
を示し，廈門の在留民を保護することで「経済的
発展」を目指すことを訴えた�。つまり，宇佐美
や塚本は即座の華南進出に慎重な姿勢を示し，現
地調査の実施や在留民の保護を優先させようとし
ていたのである。同会議では，台湾総督府の外事
課復活が決定されたり�，華南在留民の経済活動
を支援する金融機関の設置が議論されたりするな
ど�，台湾の華南進出に向けた積極的な議論が行
われていたのは間違いないが，次章以降で議論す
るような経済提携に直結する具体的な内容は含ま
れていなかった。「日本通」の陳儀が福建省主席
に就任したといっても，福建省駐在の外交官たち
はすぐに経済提携に向けて動き出したわけではな
かったのである。

Ⅱ．安渓鉱山への関心

陳儀の福建省主席就任後，すぐに経済提携をめ
ぐる議論が活発になったわけではないが，安渓鉱
山の開発については早くから日本側の関心を集め
ていた。福建事変後に外務省や海軍が安渓鉱山に
注目し始めたのは，1934年 5 月である�。5 月 6 日
に廈門駐在の酒井武雄武官から軍令部へ，17日に
武藤貞喜廈門領事館事務代理から本省へ，それぞ
れ安渓鉱山に対する調査の必要性が具申された�。
その後，鉱山開発を実現するための福建省側への
働きかけが始まったが，実際に議論の進展が見ら
れたのは，1935年に入ってからである。
福建省側は安渓鉱山を開発する資金を調達する
ために，日本側からの援助を求めた。この問題で
海軍として主要な役割を果たしたのが，須賀彦次
郎福州駐在武官である�。1 月31日，須賀武官が
福建側の情報を収集し，「安慶

〔ママ〕

鉄鉱問題開発資力
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判断せざるを得なかった�。
4 月 1 日に宇佐美は陳体誠と「砂糖借款」をめ
ぐる議論に臨んだが，交渉は不調に終わった。陳
体誠は「砂糖借款」の担保として「鉱山等ノ権利
ヲ提供スルコトハ中央ノ同意不可能ナルヘシ」と
述べ，加えて「陳儀等モ現在積極的ニ日支経済合
作実行ハ時期尚早ナリト見居ル趣」であったため
に，宇佐美は「現在ニ於テ鉱山ヲ砂糖ノ件ニ関聯
セシムルハ適当ナラスト存ス」と結論づけた�。
宇佐美が「砂糖借款」を断念した背景には，福建
省側の態度のみならず，外務省本省の消極的な姿
勢もあったであろう。ここで「砂糖借款」を通し
た安渓鉱山の開発という計画は頓挫するに至っ
た。
とはいえ，満鉄による安渓鉱山の調査自体は 4 
月から進められることになる。そして，安渓鉱山
には十分な採鉱量があり，「鉄道ヲ敷設スルモ採
算可能ノ見込」と判断された�。日本と福建省と
の間では，さらなる議論が続けられることになる。

Ⅲ．陳儀の対日妥協政策

陳儀は「日本通」という背景を有していたこと
もあり，満洲事変以降日本側との交渉の任にあた
ることがしばしばあった�。そして，福建省主席
に就任してからも，福建省内部の問題のみならず，
日本の対中政策（主として華北侵略）への対策を
意見具申したり，実際に華北問題をめぐり日本側
と議論したりすることになる。したがって，陳儀
の対日政策を分析する際には，日本の対福建省政
策への対応の仕方だけでなく，日中関係全体に対
する陳儀の考え方も踏まえた上で，その特徴を明
らかにしなければならない。
1935年 2 月 5 日，陳儀は第三艦隊司令長官百武
源吾らと面会した後に，「日本の少壮派の激烈な
主張は緩和し，意外な事態は発生しないだろう。
思うに今年は実に対日外交の極めて重要な時期で
ある。福建は最も引火しやすい地であり，儀

わたし

はも

キ制度ニ対スル主義上並ニ全般ヨリ見タル利害ノ
問題」が生じる�。この「主義」というのは国際
貿易における「自由通商」主義のことであり，通
商局はこれに反するような行動を日本が取ること
を問題視していた。結局，4 月 1 日には，外務省
本省から宇佐美へ，「本件ハ「アイデイア」トシテ
ハ相当面白味アル案ト認メラレ条件ニ依リテハ実
行方望マシキ」としつつも，「条約上ノ建前維持
ノ外他地方又ハ他国ニ依ル類似制度ノ実施ニ反対
スルノ必要ヲ生スル場合アルヘキ」として，専売
制には反対することを求める指示が送られた�。
つまり，「砂糖借款」で福建省に専売制を実施さ
せることは，「自由通商」の理念に抵触する可能
性があり，インド市場をめぐりイギリスと，蘭領
東インド市場をめぐりオランダと貿易問題を抱え
ていた本省にとって�，それは認められないもの
であった。
しかも，「砂糖借款」に関する具体案を提出し
た福建省側においても，日本との経済提携に対す
る懸念が生じていた。2 月18日の須賀武官からの
報告によれば，福建省内部でも意見対立が見られ，
「砂糖借款ハ主席ハ可能ト謂フニ反シ最モ熱心ニ
主張セシ建設庁長ガ実際問題上損失負担ナリトテ
変説」したという�。ところが，実際には陳儀も
日中経済提携に慎重な姿勢を見せていたことが明
らかになる。陳儀は上海居住台湾籍民の謝万発と
の面会のなかで，日本において経済提携を求める
声が高まっているものの，中国ではまだその段階
にないとした上で，「福建ニ於テモ仝様ニ今直ニ
ヤルコトハ困難ナリ。併シ合作ニ必要ナル準備ハ
此際必要ト認ム」という考えを示した。陳儀は，「経
済合作」によって「台湾籍民」の活動が開港地の
みならず内地にまで及び，治安上の問題が発生す
ることを警戒しており，「此点充分ナル保証ヲ得
ザレバ軽々ニハ経済合作ヲスルコト出来ズ」と述
べた。一連の陳儀の発言を受け，須賀も「一般論
トシテハ経済合作ハ時期尚早ナリト云ヒ得ル」と
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ここでの陳儀の言動が，自身が福建省主席に就任
して以来の対日政策，すなわち軍部を相手とする
徹底的な対日妥協政策に基づいていたことは明ら
かである。なお，蔣介石はこの陳儀の対日妥協姿
勢に不満を持っていたようである�。ところが，
磯谷はこの提案すら受け入れず，陳儀の対日妥協
政策が成果を挙げることはなかった。
しかし，陳儀の試みは 8 月以降，改めて福建省
で実践されることになった。その契機となったの
が，中村豊一福州総領事（6 月17日付で着任）に
よる陳儀への台湾博覧会視察の打診であった。台
湾では10月に，日本の「領台40周年」を記念して
台湾博覧会が開催されることになっていた。当然，
福建省政府内には，「領台40周年」を記念する行
事に参加することへの異論もあったが�，陳儀は
中村からの提案を受け入れることとし，蔣介石に
台湾訪問の許可を求めた。この文書のなかに，福
建省における日中関係に対する陳儀の認識，及び
経済提携に対する陳儀の考え方がよく表われてい
る。

福建省では歴史地理種々の関係から，対日外
交が特殊な地位にあり，もともと比較的困難
に対処しなければならなかった。思うに近年
来，私たちの地方〔福建省〕で起きた事件に
対する彼ら〔日本側〕の態度はなお平和であ
り，〔日本側との〕交渉も比較的容易に首尾
よく運んでいる。ただし〔日本側は〕常に経
済提携問題を提起している。〔中略〕もし〔福
建省側が〕どこまでも拒絶すれば，もはや言
い逃れはできず，かつ意外な事態に転じるこ
とを恐れる。思い巡らすに，事の重要性を考
量し，先に妥協して，主権を損ねない〔無損
主権〕，日本と福建省の双方にとって互恵的
である〔双方互恵〕，事業の規模を比較的に
小さくする〔範囲較小〕という三条件を満た
す生産事業から一，二種を選択し，合作とい

ちろん慎重な対応をする」と蔣介石に自らの決意
を伝えた�。1935年初頭における日中「親善」ムー
ドの醸成に期待を寄せながらも，陳儀は福建省主
席として「慎重な対応」をとらなければならなかっ
た。その実践が，まさに前章で見た「砂糖借款」
をめぐる日中交渉であった。
ところが，実際には1935年 5 月から 6 月にかけ
て華北分離工作が開始される。そうしたなか陳儀
は，対日外交に関して蔣介石に次のような意見を
具申した。すなわち，陳儀は華北問題の近因を「外
務省が軍部の意見を採用しないことに軍部の少壮
派が憤慨したこと」にあるとし，外務省ではなく
軍部を相手とする交渉を進めることを主張した。
そして，現在の日中関係をかなり差し迫ったもの
と見なした上で，蔣介石に中日提携問題に対する
態度表明を求め，「委員長〔蔣介石〕が国家の命
脈を維持し，民族を復興するためには，今はただ
屈辱に耐え，重荷を背負うほかなく，万難を排除
し，一切を顧みず，単刀直入に言って，速決速行
しなければならない」と断じた�。以上の陳儀の
主張は，軍部を相手とする徹底的な対日妥協政策
として評価できる�。
そして，この陳儀の考えが実践に移されたのが，
7 月から 8 月にかけて上海で行われた陳儀と磯谷
廉介（駐華大使館付武官）との会談である。会談
のなかで陳儀は磯谷に自らの「私案」として「中
日友好条約之綱領」を提示したが，そのなかには
七項目に及ぶ日中経済提携の原則が含まれてい
た。「中国は，必要とする工業製品のうち，日本
国製品の価格が他国と同様または比較的安価であ
るならばできる限り日本国製品を購入する」，「中
国は，条件が適切であればできる限り日本の対中
投資を受け入れる」といった項目は，かなり日本
に対して歩み寄ったものと言える�。この会談自
体は既に鹿錫俊が取り上げており，陳儀の提案に
対しても「中国側のぎりぎりの妥協案」という評
価を下している�。しかし，本論文の議論から，
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鉱をこの幹線に接続するものである�。このよう
に，陳儀は鉱石の運搬を担う省内の鉄道建設を重
視しており，その資金を集めるために安渓鉱山の
開発を目指した。
10月12日，陳儀は蔣介石に送った電報のなかで，
安渓鉱山開発の意図を詳細に述べている。陳儀が
建設しようとしている省内の鉄道は，産業上から
重要というだけでなく，安渓鉱山の鉱石を運輸す
るためにも必要であった。ところが福建省政府の
財政は困窮しており，資金の調達は容易でなかっ
た。そこで安渓鉱山の鉱石を販売する必要がある
のだが，その相手として第一に考えられたのが日
本であった。すなわち，「日本はまさにこの種の
鉱石を必要としており，相互に補い合う関係にあ
る。主権が我々にあり，損なわれることがなけれ
ば，これは目前の政治上・経済上において急いで
挙行するべきことである」という。そのためにも
安渓鉱山に対するさらなる調査が必要なのだが，
福建省には必要な人材も機械も不足しているた
め，それも満鉄に依頼したことを伝えた。結論と
して，鉄道建設と安渓鉱山開発は，「一つには経
済困難の際における経済建設の基礎を樹立するの
に尽力する，また一つには主権を損ねることのな
い中日経済提携の試みとする」ものとして位置づ
けられた�。安渓鉱山の開発という形で経済提携
が実現すれば，政治的にも経済的にも有意義であ
ると陳儀は判断したのである。これは，前述した
経済提携の三条件にも通ずる発想である。ただし，
この文書で陳儀は，調査の担い手，及び鉱石の販
売相手としての役割を日本側に期待しているが，
開発自体を日本側に請け負わせる意思は示されな
かったことに注意する必要がある。
以上のように，陳儀は，日中関係全体と福建省
の経済状況の両方を考慮した上で，経済提携を進
めていくことを決断した。そして，中村総領事か
らの求めに応え，10月22日に台湾を訪問する。そ
こで中川健蔵台湾総督との会談に臨み，「かねて

う方法をもって暫定的に試行するしかない�。

陳儀の認識としては，福建省に対する日本側の
態度はまだ「平和」であったが，経済提携の要求
を拒絶し続けるのは難しくなっていた。そこで，
陳儀は「無損主権，双方互恵，範囲較小」の三条
件を満たす事業を選択し，それを経済提携として
進めようとしていたのである。この三条件に，経
済提携に対する陳儀の姿勢がよく表われている。
すなわち，「無損主権」と「範囲較小」は政治外
交的な意図，端的に言えば日本の侵略を防ぐこと
を目的にしており，一方で「双方互恵」は福建省
側が経済的な利益を獲得することに主眼を置いて
いる。つまり，陳儀は政治経済の両面から経済提
携の議論に応じることへの意義を見出していた。
懸案となっていた「台湾籍民」問題も解決したわ
けではなかったが，このような意図でもって，陳
儀は限られた範囲で経済提携の要求に応えようと
していたのである。
そして，ちょうどこの頃から，安渓鉱山への第
二次調査が満鉄と福建省との間で議論され始め
た。8 月13日，満鉄上海出張所員の小川愛次郎と
陳儀が会談し，安渓鉱山へのボーリング調査及び
鉄道敷設のための調査を満鉄が請け負うことに合
意した�。
9 月に入ると，陳儀は日本との経済提携を進め
るために，行政院院長汪兆銘と連絡を取るように
なった。13日，陳儀の派遣した陳体誠建設庁長が
汪兆銘と面会し，福建省において日本人と鉄鉱・
漁業・鉄道各項の計画を交渉する旨を伝えた�。
28日には陳儀が汪兆銘に安渓鉱山開発及び鉄道
建設に関する連絡を行い，福建省における鉄道建
設の必要性，鉱石の売却でその資金を調達する方
針を主張した。この段階で陳儀が想定しているの
は，幹線として浙贛鉄道（杭州―株洲）に通じ，
福建省内の都市を経由して漳廈鉄道（漳州―廈門）
へと接続するもの，支線として龍巌煤鉱と安渓鉄
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この後，中村総領事は「はじめに」で列挙した
四つの経済提携事業を実現させるべく，福建省政
府との交渉に尽力する。その際，外務省本省から
対福建省政策に関して具体的な指示が伝えられる
ことはそれほど多くなかった。本論文のこれまで
の議論のなかで，福建省における経済提携に対し
て本省が注文を付けたのは，「砂糖借款」に関す
る交渉のみであり，それも通商局が「自由通商」
理念との抵触を注意するものであった。もちろん，
対中政策を主管する東亜局が福建省における経済
提携に関心を持っていなかったわけではなく，
1935年 6 月に東亜局が対中政策の再検討をする
ために作成した文書のなかでも，「日支経済関係
恒久化案」の一項目として福建省における鉱山開
発が触れられている�。とはいえ，この文書で想
定されている経済提携は基本的に華北地域で進め
られているものであり，東亜局にとって福建省に
おける経済提携が華北経済提携に比して軽視され
ているのは否めない。だからこそ，中村は自ら主
体的に福建省側との交渉を進めつつ，本省には二
度にわたって対福建省政策に関する文書を提出し
て，経済提携の政策的な重要性を訴えた。つまり，
福建省における経済提携を実現するにあたり，中
村は本省の指示通りに動いたというより，独自の
判断に基づいて福建省政府と交渉を行い，その内
容を本省に報告し続けたのである。本章で中村の
経済提携構想を取り上げる所以はここにある。
まず，対福建省政策に関する中村の基本的な考
え方は，1936年 3 月に上海で開催された総領事会
議で提出された「福建省ノ現状及我国ノ対福建発
展策」�という文書に示されている。そのなかで
中村は，「福建省ニ対シテハ政治的殊ニ軍事的ニ
進出スルハ我国ノ為ニ何等実益ナシ」と断じ，「我
国ノ対福建発展ハ真ニ両国ノ共存共栄ニ基礎ヲ置
キタル経済的方面ニアルヘシ」と主張した。より
具体的には，「経済開発ノ目標ハ差当リハ安渓鉄
山ノ開発ニアル」という認識を示すとともに，「通

台湾を視察し度いと思つてゐましたが漸くその機
会を得て来台出来ました〔中略〕今後共経済的提
携を願ひ度い」と日本語で述べた�。近藤正己は，
この陳・中川会談で「台湾・福建の経済提携は基
本的に合意されたとみてよいであろう」と評価し
たが�，ここまでの議論で明らかなように，陳儀
が重視していたのは，台湾との経済提携というよ
り，むしろ日本との経済提携であった。とはいえ，
この陳儀の訪台が台湾・福建経済提携の機運を醸
成させたのは間違いない。これ以後，「はじめに」
で列挙した経済提携の交渉が本格的に開始され
る。

Ⅳ．中村豊一総領事の経済提携構想

陳儀が台湾を訪れたのと時を同じくして，10月
19日から23日まで台北で熱帯産業調査会が開催
された。同調査会は台湾拓殖会社設立の契機と
なった会議であり，台湾における「南進」の気運
を高めたという点で重要である。
先行研究の指摘するとおり，外務省本省は確か
に拓殖会社設立への動きに警戒を示していたが�，
その一方で中村福州総領事は会議のなかで，拓殖
会社が中国側の地方政府に対して資金を提供する
可能性に期待を示していた。中村によれば，福建
省政府建設庁は，大きな事業は自ら進めることを
目指しており，その際に「相当外国ノ資本ヲ入レ
様ト云フ希望ガア」る。そこで日本側としては，「相
当ノ人ヲ入レ日本ノ事業ト協同ノ事業」としなけ
ればならず，「協同ノ事業ニ入レテコントロール
シテヤルコトハ南支方面ノ事業ノ発達ニハ必要デ
ア」るという�。つまり，中村は福建省の現状を
踏まえながら，拓殖会社が福建省における事業に
資金提供することで日中協同事業とし，それを日
本側が「コントロール」することを唱えていたの
である。ただし，会議のなかでは，ほかの外務省
関係者を含め，この中村の主張に賛同する意見は
見られなかった。
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方針ヲ確立シ其ノ発展ノ善導助長ヲ計ル必要ア
リ」と主張し，本省に対華南政策におけるイニシ
アティブの確保を求めた。そして，中村は四つの
経済提携事業を含む対福建政策の具体案を提示す
るが，「以上ノ具体案ハ何レモ第三国ノ競争的進
出アル場合ニハ断然経済力ヲ以テ排撃スルノ方針
ヲ以テ臨ム必要アリ」と述べていることにも注意
したい。第Ⅰ章で見たように，外務省は福建省に
欧米諸国が勢力を伸ばすことを警戒していたが，
この姿勢は中村も共有していたのである。
このように，熱帯産業調査会の開催以降，中村
総領事は対福建省政策として経済提携を重視し，
外務省が主導してそれを実現することを目指し
た。中村の構想の特徴として，第一に現在の福建
省政府を相手としている点，第二に資源の確保の
みならず通商の拡大，特に福建省からの輸入増大
を重視している点，第三に想定している経済提携
事業の規模が比較的に小さい（大規模なものは安
渓鉱山開発のみ）という点が重要である。この三
点は，陳儀が考慮していた「無損主権，双方互恵，
範囲較小」という三条件を満たすものであった。
もちろん第三国を排撃する姿勢は福建省側に不利
益をもたらす可能性もあり，必ずしも陳儀の期待
に応える要素ではなかった。それでも中村の構想
が，華北経済提携のように華北分離に寄与するよ
うな性格でなかったことは評価に値しよう。この
ような方向性で経済提携を進めるためにも，外務
省がイニシアティブを確保することが重要であっ
た。
しかし，その一方で，同調査会の開催以降，独
自の「福建経済工作」を進めようとしたのが台湾
軍である。台湾軍参謀長の荻洲立兵が同調査会の
なかで，拓殖会社の「南支・南洋」進出をめぐる
それまでの議論を強く批判し，積極的な「南支・
南洋」進出を早急に進めることを求めたのはよく
知られている�。荻洲は会議の開催された10月19
日に陸軍次官宛てに「国家総動員ノ見地上特ニ本

商上ノ問題トシテハ，福建ノ物資ニシテ我方ニ於
テ購入シ得ヘキモノハ成ルヘク多量ニ購入シ，福
建ノ購買力ノ増進ヲ計リ我商品ノ売込ミヲ為ス必
要アリ」と提起した。日本側が購入する物資の例
として挙げられたのは，「安渓鉄山ノ開発ニ基キ
鉄鉱ノ買収，福建塩ノ本邦輸入，福州杉材ノ買入
等」である。このうち後者の物資購入については，
日中経済提携の議論でしばしば謳われたものであ
り，日本が中国からの輸入を拡大することで，中
国の輸入超過を改善し，中国国民の購買力が増加
したところで，日本が対中輸出の拡大を図るとい
う論理であった。
この中村の経済提携構想は，当時の中国の経済
状況を踏まえれば，確かに理に適っていた面があ
る。よく知られているとおり，このときの中国経
済は不況のまっただ中にあった。銀本位制を採用
していた中国は，アメリカの銀買い入れ政策を主
因とする銀価上昇の影響を受けた。銀が国外に流
出し，中国元の為替レートが引き上げられたため
に輸出も停滞し，中国は深刻な貿易赤字に苦しめ
られるに至った�。日中経済提携が議論される際
にも，貿易赤字の解決が重要視され，中国銀行総
経理の張公権が中国産棉花の輸入増大を日本側に
求めるという場面もあった�。このとき福建省も
大幅な輸入超過の状態にあり�，これを改善する
という意味で中村の主張は筋が通っていた。いず
れにせよ，中村は対福建省政策の中心に経済提携
を位置づけ，その手段として安渓鉱山の開発と物
資の購入を想定していた。
1936年 8 月には「国策の基準」のなかで「南進」
が国策化され，華南進出の気運もさらに高まった。
これを受けて，中村（7 月15日付で広東総領事に
転任）は 9 月 9 日にも「対南支方針確立ノ急務」�

という文書を本省に提出している。ここで中村は，
現在各方面で華南進出への関心が高まっていると
いう認識を示した上で，外務省が「此ノ際更ニ各
方面ノ意見ヲ綜合シ我国ノ南支方面ニ対スル実行
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ム」ことを認め，12月中旬に調査員を大連から出
発させることにした�。年が明けてすぐに満鉄が
派遣した技師らによって調査は開始されたが，両
広事変（1936年 6 月に勃発し，蔣介石と敵対関係
にあった西南政権が崩壊）などに起因する治安の
悪化により調査の継続は難しくなり，6 月18日に
調査隊は廈門へ引き上げることになった�。
ちょうどこのとき須賀彦次郎福州駐在武官も，
調査の継続に危機感を抱き，解決策を模索してい
た。4 月時点で須賀は治安の悪化のみならず，福
建省側の財政難で調査費捻出が困難になることを
危惧していた。そこで，既に調査が始まっている
以上，この問題を将来にわたる課題として捉え，
「此際下手ニ云ヒ掛リヲ附ケルコト」はせず，支
払い不能な金額は借款とするなどの解決策を具申
していた�。
さらに 9 月には，海軍省からの問い合わせを受
け，須賀は治安問題については改善の見込みにあ
るという観測を伝えたが，むしろ開発に向けた最
大の難点として「南京政府ノ干渉」を挙げ，「目
下ノ如キ日支関係ニテハ到底物ニナラズ，政治関
係調節ヲ俟タザレバ期待シ得ズ」と述べていた。
南京国民政府は満鉄が安渓鉱山の調査を進めるこ
とにも難色を示していたようである。このような
現状認識から，須賀は当面の方策を次のようにま
とめた。

省政府トノ従前ノ如キ関係ヲ持続シ，好機ヲ
見テ，省政府自身ノ立場ヨリ着手セシムベキ
唯一途アルノミ。従ツテ我方トシテハ飽ク迄，
好機到来マデ隠忍自重又絶対的統制ヲ要シ，
資金問題サヘ海軍側ニテ斡旋セバ，豊富ナル
経験ト優秀ナル技師ヲ有スル満鉄ヲシテ，特
別ノ経営ヲ為サシムルコト最上策ト認ム�

このように，須賀は安渓鉱山の開発に向けた具
体的な方策を見いだせず，当面は現在の省政府と

会社〔台湾拓殖〕ニ要望スヘキ事項アラハ至急指
示セラレ度」と要請していたように，「国家総動
員ノ見地」を重視して会議に臨んでいた�。
そして，台湾軍は1936年以降，自ら福建へ積極
的に進出しようとした。荻洲参謀長は，1936年11
月11日付で，「軍ノ福建経済工作ノ件」と題した
文章を陸軍次官宛てに送っている。「福建経済工
作」については，「本十一年八月廿四日軍南支特
報第二十一号ヲ以テ報告セシ」とあるものの，同
文書が管見の限り見当たらないため，その全体像
は把握できない。ただ，この荻洲の報告には，福
州木材の購入と豆粕売り込みが言及されているこ
とから，これら二つの事業に台湾軍が関与しよう
としていたことは間違いない�。

Ⅴ．各事業の展開過程

本章では，先に列挙した四つの事業にどのよう
なアクターが関与し，それらの事業がどのように
して具体化に向かっていったのか（安渓鉱山開発
の場合はどのように頓挫したのか）を追っていく。
議論を進めるにあたり，日本が最大の関心を有し
ていた安渓鉱山開発を最初に取り上げ，次に外務
省が主たる役割を担っていた福州水道敷設問題の
分析に入る。最後に，台湾軍も関与しようとして
いた対福建省豆粕売込問題と福州木材の台湾向け
輸出問題を，順に見ていくことにする。

1．安渓鉱山の開発
陳儀が台湾博覧会の視察を終え，福建に戻った
後も，安渓鉱山の調査を進めるための議論が続け
られた。11月 4 日，陳儀は中村総領事に対し，「二
万元ノ調達成レルニ付至急調査開始ヲ願度キ旨依
頼」し�，さらに翌 5 日には中村へ 2 万元を手交
したが，安渓鉱山の調査に対し「各方面ヨリ反対
ノ声盛ニナリ来リ居ル次第」として，中村は迅速
な調査開始を満鉄に求めた�。これを受けて満鉄
側も「二万元前払残金ハ後払トシテ調査準備ヲ進
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1936年 5 月，福州水道工事の材料・器具の購買
入札が行われることになった。一方，水道の建設
については，陳体誠が中国自身で行う意向である
ことを伝えていた�。そこで，中村総領事からの
斡旋を受けて，6 月に三菱商事と日本鋼管の社員
が福州を訪れ，23日に陳儀・陳体誠と面会し，材
料・器具のみならず，全工事を総括して請け負う
ことを提案した。これに陳儀が賛同を示したため，
日本鋼管は新たに設計書を作成し，10月上旬に福
建省政府へ送付した。この後，26日から28日にか
けて上海三菱商事支店にて，三菱・日本鋼管の社
員が陳体誠と会見し，工事の条件に関する話し合
いがまとまり，契約書文案の作成に取りかかるこ
とに決した。最終的に1937年 4 月 5 日，三菱商事
と福建省建設庁との間で契約の調印が行われ，
14日に福州で起工式が行われた。ただし，日中
戦争の勃発のため，工事は一時中止となり，8 月
20日をもって作業員は福州を退去した�。
このように，福州水道敷設工事の契約が調印に
至るまでの過程で，中村総領事が重要な役割を果
たしていた。福建省側も中村の働きかけに応える
素振りを見せていたが，実際には，工事の契約相
手としてシーメンス社も有力候補であったようで
ある�。第三国との競争という事態が，中村の尽
力の背景にあったのである。

3．対福建省豆粕売込問題
陳儀は1934年から農村合作社を組織して農事改
良にあたっており，1935年に短期の信用で満洲国
産豆粕（肥料として用いられる）を購入して農民
に貸与したところ，良好な結果が得られていた�。
そこで，1936年にはやや規模を拡張した豆粕の購
入を計画し，1 月 8 日に中村総領事に持ちかけた。
中村は「今後ノ豆粕ノ販路拡張ニ資スル所大ナル
モノアリト認メラル」と判断し，計画の実現を目
指すようになった�。
この直後，台湾から荻洲立兵台湾軍参謀長が福

の関係を維持し，日中関係が調節され，省政府が
自ら開発に着手するのを待つほかないと考えるよ
うになった。安渓鉱山の調査に対する陳儀からの
積極的な態度を受け，須賀は外務省，特に福州総
領事と協同しながら調整を行ってきたが，陳儀が
蔣介石から任じられた省政府主席であったからこ
そ，南京国民政府の意向を無視できなかった。そ
の後も海軍としては第三次の調査を企図していた
が，日中戦争の勃発までにそれが実現することは
なかった�。

2．福州水道敷設問題
福建省建設庁は，福州に上下水道を敷設する意
図を有していたが，資金難のため実行には至って
いなかった。そこで，1935年 6 月，陳体誠は中村
総領事に対し，福州における上下水道計画並びに
機械その他の材料供給に「日本大商人」の参加を
希望し，見積もりのために技師及び商人の派遣を
求める旨を伝えた。なお，同計画に対して，ドイ
ツのシーメンス社が「目論見書」を提出している
ことも陳体誠は口にしていた。これを受けて，中
村も「此ノ際我方ニ於テモ日支経済提携ノ見地ヨ
リ積極的ニ計画ニ参加スルヲ適当ト認メラル」と
して，本省に適当な方面から技師及び商人の派遣
を要望する�。本省は技師を派遣する候補として，
三菱商事と三井物産を挙げ，両者に技師の派遣を
検討させた�。実際には，三菱代表として日本鋼
管顧問技師の伴宜らが 7 月に福建を訪問し�，11
月に水道敷設工事の計画書を提出した�。
中村総領事は 7 月時点で，水道敷設工事を請け
負うにあたり，日本側企業と外国企業が競争にな
ることを想定し，「表面ヨリ我方ニ有利ニ転回シ
得ル様努ムルト共ニ裏面ニ於テ陳主席其ノ他ヲ説
得シ我方ノ案ヲ採用セシムル様取計フ心組ナル」
と考えていた�。そして，8 月29日には陳儀から，
水道敷設工事は「必ス日本側ニ請負ハスコトト為
スヘキ」という「口約」を得ることに成功する�。
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して，福建省政府建設庁は11月中旬に再度，興中
公司に対して豆粕30万枚の購入を申し出た。この
とき興中公司は福建省側の代金支払い保証に不満
を示し，交渉は停頓しかかったものの，外務省・
海軍・陸軍からの要請もあり，最終的には1937年 

2 月20日に20万枚の豆粕購入契約が成立した（１０４）。
豆粕借款については，福建省側が終始積極的な
姿勢を見せ，福州総領事・海軍武官もそれに応え
ようとした。満鉄や興中公司が豆粕の支払い保証
をめぐって不満を見せることもあったが，特に須
賀は福建省側に協力的な姿勢を見せ，最終的な契
約調印に貢献した。一方，豆粕借款は台湾軍の「福
建経済工作」のなかに位置づけられてはいたが，
交渉の過程において台湾軍の役割はさほど大きく
なかった。基本的に，福州総領事と海軍武官が協
同して実現した経済提携であったと言える。

4．福州木材の台湾向輸出問題
福建省において木材は，茶，紙とともに代表的
な輸出品目の一つであったが，1931年以降大幅に
輸出量を減らしていた。その原因には，森林破壊
が進んでいたことに加え，台湾への輸出が激減し
たことがあった（１０５）。1935年以来，銀安の影響によ
り福建省から台湾への木材輸出が増加し始めてい
た。そこで，三井物産台北支店は1936年 2 月に杉
50万本の買い付けを行ったが，このとき福建省で
一時的な木材の市価高騰が起こり，その結果三井
はその小部分の買い付けしか実現できなかった（１０６）。
この事態を受けて，6 月に福建省政府は「杉松

ノ輸出振興ノ為ノ台湾向輸出ヲ統制スル」ことを
決め，木材輸出商から構成される福州木材運銷聯
合会を組織するとともに，建設庁内に木材推銷処
を設置して，台湾向け杉松輸出を両機関の統制に
移すことにした（１０７）。そこで，2 月時点で経済提携
の一環として「福州杉材ノ買入」を唱えていた中
村総領事は，「台湾モ輸入組合ヲ組織セシメ当方
輸出組合ト取引セシムル様指導スルコト然ルヘシ

建省を訪れた。荻洲は 1 月11日に福州に着くとす
ぐに陳儀と面会し，夜には総領事主催の参謀長歓
迎晩飡会に参加して，陳体誠や李択一ら福建省政
府要人たちと台湾・福建の経済・文化提携につい
て懇談した�。このとき豆粕借款も話題に上った
であろう。確かに1936年になってから，台湾軍も
主体的に経済提携問題に関与することを企図して
いたのである�。
とはいえ，実際にはこの問題も基本的には福州
総領事と海軍武官が連携して処理に当たってい
た。2 月に福建省は豆粕15，6 万枚の購入（福建
省立銀行の保証で代金は 6 ヶ月後払い）を求め，
中村総領事・須賀武官へ斡旋を求めた。須賀は安
渓鉱山開発への影響も視野に入れてこの借款計画
を支持し，総領事と福建省政府との間での正式調
印を目指した�。なお，須賀がこの豆粕購入計画
を伝える報告のなかで，「福建省ハ従来共日支関
係調整ノ唯一ノ場所トシテ工作シ来レル」という
認識を示していたのは興味深い。少なくとも須賀
自身は，「日支関係調整」を目的として経済提携
実現に向けた工作を進めていたのである。
そして，実際に豆粕売り込みを実現するにあた
り，日本側引き受け手として候補に挙がったのが
満鉄であった。2 月 9 日には満鉄側も安渓鉱山へ
の影響を考慮に入れつつ自社が手配に当たること
を承諾する（１０１）。このとき満鉄は福建省側に福建省
立銀行以外が保証する担保を要求していたが，須
賀は「此際陳儀ヲ信用シ省立銀行ノ保証ニテ引受
クルコトハ今後起ルベキ鉄問題其ノ他ニ好影響ヲ
齎スベシト認メラル」と主張し（１０２），一貫して福建
省政府に協力的な姿勢をとった。結果として購入
する豆粕の規模が 5 万枚へと縮小されることには
なったが，3 月14日には興中公司（満鉄から変更）
と福建省合作社の間で豆粕借款契約が調印され
た（１０３）。
その後，福建省では「農作良好」であったこと
で，9 月26日に借款の全額償還が達成された。そ
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ル興中ノ狙ヒアル処ハ福建省政府ニ深ク�ヒ入ル
ニ在」るので，民間の組合を相手にするのは「頗
ル物足ラ」ない。しかも，この事業は「予テ当軍
部抱懐ノ対支政策ノ根本義ニ一致スル」ため，当
初の予定通り福建省政府建設庁を相手とした契約
を結ぶべきであると主張した（１１２）。
結局のところ，内田総領事は「自由貿易思想」
への抵触を認識しつつも，「此ノ際此ノ機運ニ乗
シ我方モ或程度ノ統制下ニ事業ヲ進ムルコト日本
側全体トシテモ極メテ有利ト思考セラル」として，
建設庁と契約を結ぶことを認めた（１１３）。なお，実際
の契約調印は1937年 2 月 9 日であったが，契約書
の第6条には「福建省台湾間経済提携ノ大本ニ基
キ将来甲〔建設庁〕乙〔興中公司〕双方最善ノ努
力ヲ払ヒ木材以外ノ必需品ヲモ売買スルモノト
ス」と記されている（１１４）。これは，中村が期待して
いた福州木材の台湾輸出への「代償」に当たる項
目である。実のところ，前年10月時点で内田は福
建側に求める代償の一つとして，「鉱物類ノ採取
ニ日本側ヲ参加セシムルコト」を考慮に入れてい
たが（１１５），実際の契約案にそのような強制を伴う内
容は盛り込まれなかった。木材輸出契約を用いて
安渓鉱山開発の権利を獲得するというような方策
を，日本側は採用しなかったのである。
以上のように，福州木材の台湾輸出問題は，中
村総領事が台湾総督府，興中公司らと連絡を取り
ながら進めた事業であった。福建省側も基本的に
は日本側に対して好意的に交渉を進めていた。一
方，台湾軍はあくまで福建省政府を相手として契
約を結ぶことにこだわり，「自由通商」理念への
抵触を気にする外務省の姿勢を批判していた。台
湾軍は，この契約を通して，福建省政府に影響力
を及ぼすことを企図していたのかもしれない。た
だ，この荻洲の主張が実際の契約調印に影響した
かは定かでなく，この事業においても台湾軍の果
たした役割はさほど大きくなかったと言えよう。

ト思考」するようになった。なお中村は，台湾側
において福州杉松に対する一定量の輸入予約が確
実となれば，その「代償」として一定量の台湾の
産物（砂糖など）を福建省に輸出できるような方
策を設け，福建省と台湾との間で相互依存関係を
つくり，「一般的ノ日支経済提携ニモ好影響ヲ齎
ス」ことにも期待を寄せていた（１０８）。福州木材の台
湾輸出は，福建省側からの「代償」を獲得すると
ともに，日中間の経済提携に資する手段として位
置づけられていたのである。
中村はこの計画を実現するため，坂本龍起台湾
総督府外事課長と連絡を取り，7 月に台湾から植
松材木店（台湾の材木商）の店員，華南銀行の竹
藤峰次，興中公司の岸道三を福建省に派遣させ
た（１０９）。福州に赴いた一行は陳儀ら福建省側と面会
し，交渉を行ったところ，「陳儀ハ本計画ヲ切掛
ニ日本トノ貿易ヲ一層盛ナラシメ度キ旨希望」し
た（１１０）。こうして中村の計画は，福建省側からの理
解も得られたのである。
10月には，中村の後任の内田五郎福州総領事

（10月13日付で着任）が契約調印に向けた方針を
固め，福州にて結成させる台湾向け輸出組合の代
表者を興中公司とすることを決めた（１１１）。こうして
興中公司が，契約締結に向け福建省政府と交渉を
進め始めた。ところが，興中公司が福建省政府を
相手として木材輸出の独占的契約を結ぶことに対
しては，異論もあったようである。11月11日付の
荻洲台湾軍参謀長からの報告によれば，外務省当
局がこのような福建木材販売統制は「専売行為ニ
シテ条約違反ナリ」と解釈し，福建側を建設庁木
材推銷処から民営の木材輸出組合へ，台湾側を新
たに組織する木材輸入組合へ変更し，両者間の取
引を興中公司が仲介するという形式とすることを
求めたという。外務省が「自由通商」の理念から
「専売制」を忌避する傾向は，既に「砂糖借款」
交渉にも見られていた。荻洲はこのような外務省
の姿勢を強く批判する。すなわち，「国策会社タ
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ら，福大公司の設立が提起されてから日中戦争勃
発までの経過を追うことにする。
1937年 3 月から 4 月にかけて，福建省において
経済提携を進めていくための機関を新たに設置す
ることを企図したのが，華南銀行の竹藤峰治，台
湾拓殖会社，興中公司，台湾総督府であった。台
湾総督府としては，福建省と台湾との関係が好転
しているにもかかわらず，「尚排抗日的気運ノ暗
流在リ,為ニ経済提携ノ問題モ具体的進行ヲ見ル
コト容易ナラス」として，南京国民政府からの干
渉を避けるために，日中経済提携を促進する機関
を日中合弁で設立することを考えていた。華南銀
行の竹藤峰治，台湾拓殖会社，興中公司も同様に
新たな機関の設置を検討していたことから，台湾
総督府は関係各所と協議を重ね，「一元的代表会
社ヲ設立シ福建側ト相対シテ諸般ノ話合ヲ進メ行
クコト実際的ナルヘシ」という結論に至った（１１７）。
前章までで見たように，主として福州総領事と
海軍の福州駐在武官が連携して経済提携の具体化
が進んでいたが，これらの台湾側アクターはその
成果に満足していなかったようである。特に台湾
総督府は，華南における興中公司の活動に対して，
「僅ニ木材，豆粕等ノ商取引ノ斡旋ヲ為ス等ノ程
度ナリ」という評価を下していることから（１１８），そ
れまでの経済提携の試みに不満を持っていたこと
が分かる。
一方，外務省としては，福建省に新たな機関を
設置する動きを 3 月末時点で把握していたが，台
湾拓殖会社の設立が議論された熱帯産業調査会の
ときとは異なり，特にそれに反発を示した形跡は
見られない。まず内田福州総領事は，「台拓〔台
湾拓殖会社〕ノ南支進出ハ大イニ歓迎スル所ニシ
テ又相当ノ可能性アルヤニ存セラルルモ,興中ト
ノ関係ニ付外務拓務等関係省間ニ根本的協議ヲ遂
クル要アルヘシ」と台湾総督府側に伝えていた（１１９）。
内田が積極的な姿勢を見せた背景には，福建省政
府による福建省物産貿易公司設立の動きがある（１２０）。

以上見てきたように，安渓鉱山の開発は途中で
行き詰まりを見せていたが，それ以外の事業は全
て，日中戦争勃発までに具体化に成功していた。
基本的には中村総領事が重要な役割を果たし，須
賀武官とも連携しながら，福建省側との交渉を進
めていた。台湾軍は「福建経済工作」を進めよう
としていたものの，特に大きな成果を残せなかっ
た。
一方，福建省側も日本側に好意的な態度をとり
続けており，それが契約の調印につながった。本
章では，中国側史料を用いてこのときの陳儀の考
えを明らかにすることはできなかったが，第Ⅲ章
で見た1935年時点での陳儀の対日態度から，経済
提携の具体化という結果を説明できる。すなわち，
福州水道敷設工事，対福建省豆粕売り込み，福州
木材台湾向け輸出のいずれも，陳儀自身が定めた
「無損主権，双方互恵，範囲較小」という三条件
を結果的に満たしていた。日本側も契約調印にあ
たり，安渓鉱山の開発権を要求するというような
ことがなかったため，「無損主権」という条件が
破られることにはならなかった。安渓鉱山の開発
を最重要視していた日本側にとって，これは満足
のいく結果ではなかったが，中村の目指していた
福建省への経済進出は部分的に達成されたと評価
できよう。

Ⅵ．新機関の設立

福建省との経済提携はこれまで，福州総領事と
海軍の福州駐在武官が主導的な役割を果たしつ
つ，台湾総督府，満鉄，興中公司，台湾軍など，
多様なアクターを巻き込みながら進められてき
た。そして，福建省との経済提携を促進するため
の統一的な機関として1937年11月に設立されたの
が，福大公司である。福大公司の設立過程に関し
ては，長岡新治郎，近藤正己，柴田善雅の研究で
事実関係は既に明らかにされているが（１１６），本論文
では日本側アクターの関係性の変化という視点か
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る予定の事業を有していなかった。言い換えれば，
新たな機関を設置することは決まったものの，経
済提携を進める具体的なプランは特になかったの
である。福大公司が経済提携の促進に貢献するに
は，これまでのように福建省側からの積極的な協
力を得るか，もしくは何かしらの状況の変化を待
つほかなかった。福建省政府の「親日」姿勢は
1937年に入っても継続していたため，前者のよ
うな未来も可能性として存在はしていた（１２５）。しか
し，実際には後者の方が，日中戦争の勃発という
予想しない形で訪れた。そして，福大公司の最初
の仕事は，日本軍が占領した海南島で行われるこ
とになる（１２６）。
以上のように，福大公司の設置は，これまでの
経済提携の成果に不満を持つ台湾総督府をはじめ
とする台湾側アクターによって計画され，福建省
物産貿易公司設立という事態を重く見た外務省か
らの支持も獲得した。ただし，具体的な経済提携
を実現するプランはなく，その意味で最初から行
き詰まっていたと言っても良い。この状況を変え
たのが，日中戦争であった。

おわりに

福建事変後の日本と福建省との関係は必ずしも
円満だったわけでなく，飛行場建設問題や「台湾
籍民」問題，福建「独立」運動への日本による関
与の恐れなどの懸案も存在していた。1935年に
なってから安渓鉱山の開発や「砂糖借款」をめぐ
る議論のなかで経済提携が論じられるようになる
が，外務省本省は経済提携と「自由通商」理念と
の兼ね合いを気に掛け，一方の陳儀も経済提携は
時期尚早と考え，「砂糖借款」は実現しなかった。
安渓鉱山開発をめぐる議論は継続するが，その背
景には陳儀の対日妥協政策があった。陳儀は福建
省の「平和」を維持するとともに経済的な利益を
獲得することを目指して，「無損主権，双方互恵，
範囲較小」の三条件を満たす経済提携を実現させ

6 月 2 日，内田は同公司設立によって福建省側の
輸出入は統制されていくため，その対応として「台
拓ト興中ヲ中心トスル特設会社設立ノ件至急御詮
議願度シ」と述べた（１２１）。福建省の現状を踏まえた
結果，内田は日本側で新たな機関を設置する必要
性を感じていたのである。この内田からの提起を
受け，外務省本省も新機関の設立に積極的に関与
しようとした。これまでと異なるのは，本省が福
建省における経済提携を進める上でのイニシアテ
ィブを獲得しようとした点である。すなわち，5 
月24日に外務省で「対福建省経済進出ノ為新会社
設立」についての協議会が開催されたが，新会社
が常に外務省と密接に連絡し，特に重要な事業に
当たる際には外務省の了解を得るという方針を，
外務省は拓務省や台湾総督府にも認めさせた（１２２）。
本省が態度を変えた背景には，台湾拓殖会社と異
なり新機関は福建省への進出を実現する可能性が
高く，外務省としてその動きをコントロールする
必要性が認識されたこと，さらにはこの年の 3 月
に日華貿易協会会長の児玉謙次を団長とする経済
使節団の訪中が実現し，日中経済提携の機運が再
度高まっていたことがあろう。
ところで，この機関が福建省で具体的に何をす
るのかについては定まっていなかった。5 月時点
で台湾総督府も「今日取急キ会社ヲ設立スルモ直
ニ着手シ得ヘキ有利有望ノ事業在ルニ非ス」とし
て，まずは興中公司の事業（豆粕売り込みと福州
木材輸出）を引き継ぎ，その他は地下埋蔵物の採
掘，公共企業（水道，水力発電，鉄道など）に対
する参加，資源の供給，工場経営などを今後着手
する事業として想定していた（１２３）。なお，地下埋蔵
物の採掘に含まれるはずの安渓鉱山の開発につい
ては，これまで満鉄が調査を行ってきた経緯に配
慮することになり，この機関が扱う事業からは一
旦外された（１２４）。
つまり，11月に正式に設立される福大公司はこ
の段階で，興中公司からの事業引継以外に実行す
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た。両者ともに華南進出への強い意欲を持ってい
たが，福建省側との交渉に関与することはほとん
どなかった。ただ，このような状況に台湾総督府
も台湾軍も不満を持っていたことは間違いなく，
特に台湾総督府は福大公司の設立を提起し，本格
的な福建進出を実現しようとした。外務省と海軍
が協同して経済提携を進めるという体制も，1937
年には綻びを見せつつあったのである。
そして，外務省と海軍の態度が比較的に穏健
だったとはいえ，華北分離工作が進行するなかで，
日中経済提携の要求は福建省側にとってプレッシ
ャーとなったに違いない。そこで，第二の要因と
して，陳儀の対日妥協政策が重要となる。陳儀は
軍部を相手として交渉を続け，日本側の要求を，
「無損主権，双方互恵，範囲較小」を満たすよう
な経済提携へと誘導することに成功した。経済提
携に携わる日本側アクターには，積極的な華南進
出を唱える台湾軍もいたが，その台湾軍でさえ福
建省政府の打倒や福建独立を企図することはな
かった。この陳儀の妥協姿勢は，蔣介石の対日政
策以上に徹底されたものであり，福建省の「平和」
を維持し，かつ経済的な利益も獲得するという目
的を達成するのに，極めて重要な役割を果たした
と評価できる。
以上の日中双方の態度が，経済提携の実現，さ
らには福建省の「平和」をつくり出した。とはい
え，この「平和」が決して安定したものではなかっ
たのも明らかである。すなわち，仮に盧溝橋事件
が勃発していなくても，日本側が最重要視してい
た安渓鉱山の開発が進展を見せていないという状
況に，福大公司を設立した日本側がどこまで穏健
な態度を維持できたかは疑問である。もし安渓鉱
山の調査が終われば，あるいは終わらなくても，
その開発に日本が関われるか否かをめぐり，いず
れ日本と福建省との間で衝突が起こるのは必至で
ある。安渓鉱山をめぐる問題を先送りにしながら，
三条件を満たす経済提携を積極的に進めていく陳

ようとする。そして，この発想に基づいて安渓鉱
山の調査を日本側に要請した。熱帯産業調査会開
催後，中村豊一福州総領事が対福建省政策の中心
に経済提携を位置づけ，外務省がイニシアティブ
をとってそれを進めることを唱えた。このときの
中村の構想は，陳儀が考慮した三条件を満たすも
のであり，分離工作に寄与するようなものでもな
かった。安渓鉱山の調査は途中で行き詰まったも
のの，福州水道敷設，対福建省豆粕売込，福州木
材の台湾向け輸出の三事業は，中村の尽力もあり
すべて契約調印という形で実現した。それでもこ
の成果に不満を有していた台湾総督府は，経済提
携を促進する新機関として福大公司の設立を提起
するが，一方で新たな事業に関する具体的な展望
も有していなかった。結果的にこの行き詰まり状
態を打破したのが，日中戦争であった。
本論文では，福建省における日中経済提携の試
みが成果を挙げた要因を検討してきた。以下，論
文の成果として二点指摘する。
第一の要因として，経済提携を進めるための日
本側の意思決定が，外務省と海軍との協同の下で
進められていたことである。特に福州総領事（宇
佐美珍彦・中村豊一）と福州駐在武官（須賀彦次
郎）が連携を取り，安渓鉱山開発問題を中心に経
済提携を実現しようとしていた。中村総領事は政
治的・軍事的進出を明確に否定していたが，須賀
武官も安渓鉱山開発の行き詰まりに際しても自制
的な態度を崩さなかった。波多野澄雄は日中戦争
前における海軍の「南進」構想を，「国策の基準」
の表現に則って「平和的で，漸進的なフレームワー
ク」と評していたが（１２７），須賀武官の言動もこの方
向性に従っていたと理解できる。外務省の対中政
策を海軍の「南進」が妨害するというようなこと
がなかったため，福建省との交渉は円滑に進んだ
と言える。
裏を返せば，日本側の意思決定において，台湾
総督府や台湾軍の役割はそれほど大きくなかっ
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1918－1931』有斐閣，2001年，23～27頁。
⑺枚挙に暇がないが，代表的なものとして以下の
研究を挙げる。酒井哲哉『大正デモクラシー体
制の崩壊』東京大学出版会，1992年。井上寿一
『危機のなかの協調外交』山川出版社，1994年。
臼井勝美『日中外交史研究　昭和前期』吉川弘
文館，1998年。
⑻貴重な例外として，児玉経済使節団の再評価を
行った松浦正孝の研究が挙げられる。松浦正孝
『財界の政治経済史』東京大学出版会，2002年，
第 5 章。
⑼中村隆英『戦時日本の華北経済支配』山川出版
社，1983年，第 1 章。
⑽萩原充『中国の経済建設と日中関係』ミネルヴ
ァ書房，2000年，第 8 章。
⑾中田昭一「日中戦争前華北綿花をめぐる日中関
係」『広島東洋史学報』創刊号，1996年11月。
久保亨『戦間期中国の綿業と企業経営』汲古書
院，2005年，第 3 章。秋田朝美「1937年前半期
における「中日貿易協会」と日中経済提携構想」
『現代中国』第85号，2011年 9 月。
⑿長岡新治郎「華南施策と台湾総督府」中村孝志
編『日本の南方関与と台湾』天理教道友社，
1988年，231～270頁。

⒀近藤正己『総力戦と台湾』刀水書房，1996年，
第 2 章。
⒁日中戦争勃発後に振り返って，福州が「日本の
陸大出身の陳儀の和協政策によつて事変前まで
支那で最も日本に対する空気の良かつた」地域
であるという評価はなされていた。『東京朝日
新聞』1939年 6 月28日朝刊。一方，『台湾日日
新報』では，「対岸福建から親善ニユース　盛
京丸でいろ

〳〵

」という見出しの記事が掲載さ
れるなど，当時から台湾と福建との「親善」関
係が強調されていた。『台湾日日新報』1936年 

8 月 9 日朝刊。
⒂萩原充も述べるように，日本が中国で最も必要

儀の政策は，限界を迎えつつあったと言えるだろ
う（１２８）。
福建省における日中経済提携が，日中関係自体
を好転させるようなことはなかったものの，外務
省と福建省政府との間で一時的であれ「平和」を
構築できた意義は大きい。すなわち，これは外務
省（主に中村総領事）の経済提携構想が中国の正
式な地方政府（反蔣介石勢力ではない）を相手と
して，成果を挙げたことを意味する。繰り返し強
調するように，蔣介石以上に徹底した陳儀の対日
妥協姿勢があったからこそ，福建省における経済
提携は実現したのだが，この事例は条件が整えば
日中経済提携に実現可能性があったことを示唆す
るのではないか。この問題は，華北・福建省以外
の経済提携を分析するだけでなく，日中戦争勃発
後の議論も追うことで，さらなる検討を深めるこ
とができるだろう。

［注］
⑴拙稿「華北棉花開発と日中「経済提携」」『日本
歴史』第849号，2019年 2 月。拙稿「華北分離
工作以後の日中「経済提携」」『東アジア近代史』
第24号，2020年 6 月。
⑵外務省東亜局第一課「執務報告」（昭和11年度），
169～180頁，JACAR（アジア歴史資料センター）
Ref.B02130134700，外務省外交史料館。
⑶これらの事業以外では，福州塩の対日輸出も経
済提携として議論されていたが，日中戦争勃発
までに具体化しなかった。中村豊一福州総領事
より広田弘毅外務大臣宛電報，第103号，1935
年 9 月26日，JACAR：B09042269800「中国ノ
塩輸出入関係雑件」（E-4-10-0-2）外務省外交史
料館。
⑷外務省編『日本外交年表並主要年表』（上）原
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⑸同上，415～416頁。
⑹服部龍二『東アジア国際環境の変動と日本外交　
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『膨張する帝国　拡散する帝国』東京大学出版
会，2007年，121頁。
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年 2 月 5 日（外務省編『日本外交文書』昭和期
Ⅱ第 1 部第 3 巻，外務省，2000年，以下『日外』
と略記する），897頁。
�橋本浩一「福建人民革命政府の対外政策と日本
政府の動向（下）」『中国研究月報』第57巻12号，
2003年12月，36～37頁。

�広田弘毅外務大臣より有吉明駐華公使宛電報，
第39号，1934年 2 月16日（『日外』昭和期Ⅱ第 

1 部第 3 巻），501頁。
�宇佐美珍彦福州総領事より広田弘毅外務大臣宛



（20）

B08061018800。
�通商局「福建トノ物資交換問題ノ件」，「福建借
款」B08061018800。
�広田弘毅外務大臣より宇佐美珍彦福州総領事宛
電報，暗第14号，1935年 4 月 1 日，「福建鉱山」
B09041958200。
�石井修『世界恐慌と日本の「経済外交」』勁草書
房，1995年，第 4・5 章。籠谷直人『アジア国際
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1935年 7 月13日の条。

�前掲注�『政壇浮生録　林知淵自述』，77頁。
�陳儀より楊永泰宛，蔣介石転送書簡，1935年 8 
月25日，「一般資料—民国二十四年 （四十八）」，
「蔣文」，002-080200-00246-092。なお，この書
簡で陳儀は漁業分野における経済提携を想定し
ていたが，実際にはこの後日中間でそれが議論
された形跡はない。
�中村豊一福州総領事より広田弘毅外務大臣宛電
報，第73号，1935年 8 月13日，「島田文書」89。
�『中央日報』1935年 9 月14日。汪兆銘より蔣介
石宛電報，第7662号，1935年 9 月15日，「一般
資料—民国二十四年 （五十二）」，「蔣文」，002-
080200-00250-023。

�陳儀「為閩省急応開鉱築路臚列理由並擬具籌築
鉄路原則六条呈乞示遵由」1935年9月28日，「実
業部」，「安溪鉄礦探測」，中央研究院近代史研
究所檔案館蔵，館蔵号17-24-21-002-01。
�陳儀より蔣介石宛電報，10090号，1935年10月
12日，「一般資料—民国二十四年 （五十七）」，「蔣
文」，002-080200-00255-122。
�『台湾日日新報』1935年10月22日夕刊。
�前掲注⒀近藤書，94頁。
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同上ファイル。
�前掲注⑵外務省東亜局第一課「執務報告」（昭
和11年度），178頁。茂庭忠次郎「福州市上水道
の由来（完）」『水道協会雑誌』第89号，1940年
10月，49～62頁。なお，茂庭忠次郎は日本鋼
管の社員として，福州水道工事の設計書を作製
したり，福建省側との話し合いに参加したりす
るなど，入札開始から工事開始まで重要な役割
を担っていた人物である。
�前掲注�茂庭論文，50頁。
�前掲注⑿長岡論文，250頁。前掲注⒀近藤書，
94頁。

�中村豊一福州総領事より広田弘毅外務大臣宛電
報，第18号，1936年 1 月12日，「島田文書」89。
�『台湾日日新報』1936年 1 月25日朝刊。
�なお，荻洲立兵台湾軍参謀長は，1936年11月
11日付の電報で豆粕借款問題に関し，次のよ
うな報告をしていた。「昨年末荻洲参謀長渡閩
ノ節陳儀主席ト会談ノ結果荻洲参謀長発案ニ依
リ興中ト農民合作社トノ間ニ豆粕五万枚専売契
約成立セル」。「昨年末」とあるが，荻洲が1935
年末に福建省を訪れたという記録は確認できな
い。既に見たように，荻洲は1936年 1 月11日に
福州を訪れ，陳儀らと面会したが，1 月11日は
旧暦で12月17日にあたることから，「昨年末」
の渡閩はこれにあたると判断できる。また，同
文書で豆粕借款を「荻洲参謀長発案」としてい
るが，既に見たように荻洲が福州を訪れる前に，
中村総領事と陳儀との間で豆粕借款は話題に上
がっていたことから，この報告の記述は不正確
なものと言える。前掲注�荻洲立兵台湾軍参謀
長より梅津美治郎陸軍次官宛電報，台参謀第
30号。

�在福州須賀彦次郎武官より軍令部三部長ら宛電
報，機密第2番電，1936年 2 月 8 日，「島田文書」
89。前掲注⑵外務省東亜局第一課「執務報告」
（昭和11年度），174～175頁。なお，須賀からの

�中村豊一福州総領事より広田弘毅外務大臣宛電
報，第134号，1935年11月 4 日，「島田文書」
89。なお，10月12日における陳儀の報告によ
れば，ボーリング調査のために中国側が負担す
る費用は10万元ということになっていた。前掲
注�陳儀より蔣介石宛電報，10090号。
�中村豊一福州総領事より広田弘毅外務大臣宛電
報，第138号，1935年11月 6 日，「島田文書」
89。

�有吉明駐華大使より広田弘毅外務大臣宛電報，
第928号，1935年11月 9 日，「島田文書」89。
�前掲注⑿長岡論文，252頁。
�在福州須賀彦次郎武官より軍令部第三部長ら宛
電報，1936年 4 月 8 日，「島田文書」89。
�在福州須賀彦次郎武官より軍令部第三部長宛電
報，閩機密第 5 号，1936年 9 月11日，「島田文書」
89。

�前掲注⑿長岡論文，252頁。
�中村豊一福州総領事より広田弘毅外務大臣宛電
報，第54号，1935年 6 月22日，JACAR：B04121109700
「各国ニ於ケル水道及下水関係雑件」（G-2-3-0-
1）外務省外交史料館。

�広田弘毅外務大臣より中村豊一福州総領事宛電
報，第32号，1935年 6 月24日，同上ファイル。
�三菱商事株式会社機械部長三島清一より桑島主
計東亜局長宛電報，機輸第170号，1935年 8 月3 
日，同上ファイル。
�三菱商事株式会社機械部長三島清一より守島伍
郎東亜局第一課長宛電報，機輸第2598号，1935
年11月 8 日，同上ファイル。
�中村豊一福州総領事より広田弘毅外務大臣宛電
報，機密第286号，1935年 7 月16日，同上ファ
イル。
�中村豊一福州総領事より広田弘毅外務大臣宛電
報，第82号，1935年 8 月31日，同上ファイル。
�中村豊一福州総領事より有田八郎外務大臣宛電
報，第67号，1935年 5 月 2 日，JACAR：B04121109800，
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ニ於ケル木材及製材関係雑件／中国ノ部」。
（１１４）湊慶譲福州駐在武官より，閩普情報第 2 号，
1937年 3 月 1 日，「島田文書」89。

（１１５）前掲注（１１１）内田五郎福州総領事より有田八郎外
務大臣宛電報，第200号。
（１１６）前掲注⑿長岡論文，258～262頁。前掲注⒀近
藤書，94～99頁。柴田善雅「株式会社福大公司
の中国占領地事業」『大東文化大学紀要　社会
科学』第53号，2015年 3 月，226～229頁。
（１１７）台湾総督府総務長官盛岡二朗より入江海平拓
務次官宛電報，官外第257号，1937年 5 月 3 日，
JACAR：B06050358200「本邦会社関係雑件／
台湾拓殖株式会社」（外務省茗荷谷研修所旧蔵
記録E113）外務省外交史料館。
（１１８）同上。
（１１９）内田五郎福州総領事より佐藤尚武外務大臣宛
電報，第49号，1937年 3 月30日，「島田文書」
89。

（１２０）福建省物産交易公司は，陳儀の統制経済政策
の一環として，福建省産推銷処を改組したもの
であり，木材や茶の販売を担った。前掲注⒄褚
書，191頁。前掲注⒆湯論文，129頁。なお，こ
れらの先行研究では同公司の名称を「福建省物
産股份有限公司」としているが，本論文では注
（１２１）の内田の報告並びに福州の日刊紙『求是報』
（1937年 5 月30日）で用いられていた名称を採
用している。
（１２１）内田五郎福州総領事より佐藤尚武外務大臣宛
電報写，1937年 6 月 2 日，JACAR：B06050358200
「本邦会社関係雑件／台湾拓殖株式会社」（外務
省茗荷谷研修所旧蔵記録E113）外務省外交史
料館。
（１２２）前掲注⒀近藤書，97～98頁。
（１２３）前掲注（１１７）台湾総督府総務長官盛岡二朗より入
江海平拓務次官宛電報，官外第257号。
（１２４）前掲注（１１６）柴田論文，227頁。
（１２５）1937年 2 月28日，福建省政府から林知淵と関

報告では，福建省が購入を希望する豆粕の量を
8000キログラム（約290枚）としている。その
後の実際の契約量から鑑みて，須賀が伝えた
8000キログラムは恐らく誤りである。

（１０１）在上海佐藤脩武官より旅要参謀長ら宛電報，
機密第17番電，1936年 2 月 9 日，「島田文書」
89。なお，当初は三井・三菱の代理店が引き
受け手の候補になっていたが，担保不確実など
の理由から両者はそれを断った。前掲注⑻近藤
書，94頁。
（１０２）在福州須賀彦次郎武官より軍令部六課長宛電
報，機密第10番電，1936年 2 月17日，「島田文書」
89。

（１０３）前掲注⑵外務省東亜局第一課「執務報告」（昭
和11年度），175頁。
（１０４）同上。前掲注⑿長岡論文，250頁。
（１０５）前掲注�『福建近代経済史』，633～635頁。
（１０６）前掲注⑵外務省東亜局第一課「執務報告」（昭
和11年度），176頁。
（１０７）中村豊一福州総領事より有田八郎外務大臣宛電
報，第122号，1936年 6 月30日，JACAR：B09041372500
「各国ニ於ケル木材及製材関係雑件／中国ノ部」
（E-4-4-0-1-2）外務省外交史料館。
（１０８）中村豊一福州総領事より有田八郎外務大臣宛
電報，第123号，1936年 6 月30日，同上ファイル。
（１０９）坂本龍起台湾外事課長より有田八郎外務大臣
宛電報，第14号，1936年 7 月16日，同上ファイ
ル。
（１１０）牟田哲二福州総領事館事務代理より有田八郎外
務大臣宛電報，第148号，1936年 7 月28日，同
上ファイル。
（１１１）内田五郎福州総領事より有田八郎外務大臣宛
電報，第200号，1936年10月29日，同上ファイル。
（１１２）前掲注�荻洲立兵台湾軍参謀長より梅津美治
郎陸軍次官宛電報，台参謀第30号。
（１１３）内田五郎福州総領事より有田八郎外務大臣宛
電報，第215号，1936年11月25日，前掲「各国
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仲儀（福建省政府外交科長）が台湾を訪問した。
そこで関仲儀は記者に対して「福建が台湾に特
に接近するのは福建省政府自体の親日空気によ
るは勿論，特に中央政府蔣介石氏からもよく提
携せよとの命令が来てゐる為であつて，今後
益々仲よくし支那の中で一番親日だと云ふ土地
にする」と語った。蔣介石からの命令が実在し
たかは疑わしいが，福建省政府として「親日」
姿勢をアピールすることは継続していた。『台
湾日日新報』1937年 3 月 1 日朝刊。
（１２６）前掲注（１１７）柴田論文，230頁。
（１２７）波多野澄雄「日本海軍と南進政策の展開」杉
山伸也・イアン・ブラウン編『戦間期東南アジ
アの経済摩擦』同文舘出版，1990年，153頁。
（１２８）紙幅の関係で議論できなかったが，福建省に
おける経済提携の限界として，現地の排日意識
を緩和できなかった点も指摘できる。福建事変
以前から福州では排日ボイコットが行われてい
たが，日中戦争直前期には華南地域における密
輸が強く問題視され，陳儀による「親日政策」
も批判されていた。密輸の取り締まり自体は外
務省でも議論されていたが，内田福州総領事は
密輸に携わる「便利屋」の規制に消極的だった。
前掲注⑺臼井書，第 5 章。『台湾日日新報』
1937年 5 月24日朝刊。内田五郎福州総領事よ
り佐藤尚武外務大臣宛電報，第80号，1937年 5 
月13日，JACAR：B09040545000，「各国ニ於ケ
ル密輸出入関係雑件／中国ノ部」第10巻（E-3-
6-0-3-3_010）外務省外交史料館。

［付記］本稿は，早稲田大学特定課題研究助成費（課
題番号2021C－257）による研究成果の一部であ
る。


